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２０２５年６月２６日

お 客 様 各 位

新 潟 県 労 働 金 庫

拝啓、時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。

当金庫は６月２５日開催の第７３回通常総会におきまして、２０２５年３月期の業務

報告を行い、剰余金処分案、事業計画等が承認されました。

つきましては、２０２５年３月期決算の概要、２０２６年３月期事業計画の概要、お

よび役員改選についてご案内いたします。

敬具
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                                               ２０２５年６月２６日

２０２５年３月期決算の概要

１．収支の状況

項  目 当  期 前  期 前 期 比

経 常 収 益 １１９億８４百万円 １０７億８２百万円 １２億 ２百万円 １１．１４％

経 常 費 用 ９４億 ３百万円 ８３億７０百万円 １０億３３百万円 １２．３４％

経 常 利 益 ２５億８１百万円 ２４億１１百万円 １億７０百万円 ７．０５％

特 別 利 益 －百万円 －百万円 －百万円 －％

特 別 損 失 ２１百万円 ５３百万円 △３２百万円 △６０．３７％

税引前当期純利益 ２５億６０百万円 ２３億５８百万円 ２億 ２百万円 ８．５６％

法人税等合計 ６億７０百万円 ５億９４百万円 ７６百万円 １２．７９％

当期純利益 １８億８９百万円 １７億６４百万円 １億２５百万円 ７．０８％

業 務 純 益 ２８億 ９百万円 ２３億３８百万円 ４億７１百万円 ２０．１４％

実質業務純益 ２８億 ２百万円 ２３億４５百万円 ４億５７百万円 １９．４８％

コア業務純益 ３４億４１百万円 ３０億２１百万円 ４億２０百万円 １３．９０％

（注）業務純益 ＝ 業務収益 － (業務費用 － 金銭の信託運用見合費用)

実質業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

   コア業務純益 ＝ 実質業務純益 － 国債等債券損益

（１）経常収益

貸出金利息は、貸出金残高が増加したことから、前期に比べ４３百万円増加しま

した。市場金利の上昇に伴い貸出金金利を引き上げましたが、当期の収益への反映

は小さく、貸出金利回りは若干低下しました。

預け金や有価証券などの余裕金利息は、有価証券利息配当金が増加したことなど

から、前期に比べ９億６５百万円増加しました。

労働金庫連合会から受け取る利用配当金は、前期に比べ１２百万円増加しました。

また、前期は日本銀行による地域金融強化のための特別利息を９４百万円計上し

ましたが、当期の計上はありませんでした。

以上により、資金運用収益は、前期に比べ９億２５百万円増加しました。

余裕金関係では、有価証券売却益が前期に比べ７６百万円増加しました。

これらの結果、全体の経常収益は、前期を１２億２百万円上回る１１９億８４百

万円となりました。

（２）経常費用

預金利息は、預金金利を引き上げたことから、前期に比べ３億７１百万円増加し

ました。

    役務取引等費用は、貸出金残高の増加や保証料率の上昇に伴い保証協会への保証

料支払が増加したことなどから、前期に比べ１億３３百万円増加しました。

    余裕金関係では、有価証券売却損が前期に比べ４１百万円増加しました。

経費は、店舗設備の改修費用や労働金庫連合会のオンライン運行経費が増加した
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ことなどから、前期に比べ１億５百万円増加しました。

    このほか、貸倒引当金繰入額が前期に比べ３億２９百万円増加しました。

これらの結果、全体の経常費用は、前期を１０億３３百万円上回る９４億３百万

円となりました。

（３）経常利益

経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は、前期を１億７０百万円上回る

２５億８１百万円となりました。

    コア業務純益は、預金利息などの資金調達費用の増加を、有価証券利息配当金な

どの資金運用収益の増加が上回ったことなどから、前期を４億２０百万円上回る

３４億４１百万円となりました。

（４）特別利益および特別損失

特別利益の計上はありませんでした。

特別損失は、前期に仮店舗の除却費用を計上していたことなどから、前期に比べ

３２百万円減少しました。

（５）当期純利益

経常利益から特別損失を差し引いた税引前当期純利益は、前期を２億２百万円上

回る２５億６０百万円となりました。

税引前当期純利益から、法人税等合計６億７０百万円を差し引いた当期純利益は、

前期を１億２５百万円上回る１８億８９百万円となりました。

２．主要勘定の状況

項 目 当  期 前  期 前 期 比

預 金 ８,９９６億５８百万円 ８,９９４億２３百万円 ２億３５百万円 ０．０２％

貸出金 ３,９０３億８３百万円 ３,８２４億４４百万円 ７９億３９百万円 ２．０７％

（１）預 金

貯蓄から投資への動きが一段と進んだほか、物価上昇等の影響による預金払戻し

の増加により、預金残高の増加幅が縮小する傾向が続きました。

また、公務員の定年延長に伴い、退職金の預入が減少する年度であったこともあ

り、残高増加額は２億３５百万円（前期△１９億１０百万円）、残高増加率は  

０.０２％となりました。

（２）貸出金

新設住宅着工戸数が前年比で減少するなど、前期と同様に厳しい融資環境となり

ましたが、全店統一の借換えキャンペーンの実施や、各会員の協力のもとで開催し

た融資関連セミナー、顧客のニーズに合わせたきめ細やかな相談・提案など、勤労

者の生活支援に向けた取組みをすすめてきました。

この結果、残高増加額は７９億３９百万円（前期５２億８６百万円）、残高増加
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率は２.０７％となりました。

３．主な諸比率・諸利回りの状況

（１）諸比率

項   目 当  期 前  期 前期比

自己資本比率（国内基準） １８．６９％ １６．９４％ １．７５％

預 貸 率
（残高） ４３．３９％ ４２．５２％ ０．８７％

（平残） ４２．５２％ ４１．８２％ ０．７０％

（２）諸利回り

項   目 当  期 前  期 前期比

貸 出 金 利 回 り １．７０％ １．７１％ △０．０１％

預 け金 利 回 り ０．３２％ ０．２８％ ０．０４％

有価証券利回り ２．４３％ １．７２％ ０．７１％

（余裕金利回り） （０．７１％） （０．５３％） （０．１８％）

資金運用利回り １．１５％ １．０５％ ０．１０％

預 金 利 回 り ０．０６％ ０．０２％ ０．０４％

経 費 率 ０．６８％ ０．６６％ ０．０２％

預 金 原 価 率 ０．７４％ ０．６８％ ０．０６％

資金調達原価率 ０．７４％ ０．６８％ ０．０６％

預金貸出金利鞘 ０．９６％ １．０３％ △０．０７％

総 資 金 利 鞘 ０．４１％ ０．３７％ ０．０４％

（注）預金原価率 ＝ 預金利回り ＋ 経費率

資金調達原価率 ＝（資金調達費用 － 金銭の信託運用見合費用 ＋ 経費）÷ 資金調達勘定計平残

      預金貸出金利鞘 ＝ 貸出金利回り － 預金原価率

      総資金利鞘 ＝ 資金運用利回り － 資金調達原価率

４．不良債権の状況

項 目 当 期 前 期 前 期 比
破産更生債権及び

これらに準ずる債権 １３億２４百万円 １２億３０百万円 ９４百万円 ７．６４％

危 険 債 権 ２４億５９百万円 １６億６８百万円 ７億９１百万円 ４７．４２％

要 管 理 債 権 １億３６百万円 ５億３１百万円 △３億９５百万円 △７４．３８％

合  計 ３９億１９百万円 ３４億３０百万円 ４億８９百万円 １４．２５％

不良債権比率 １．００％ ０．９０％ － ０．１０％

不良債権の合計は、前期に比べ４億８９百万円増加し、３９億１９百万円となり

ました。

この結果、貸出金全体に占める不良債権の割合は、前期に比べ０.１０ポイント上

昇し、１.００％となりました。
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２０２６年３月期事業計画の概要

２０２５年度は <中期経営計画２０２３> の最終年度であり、計画の完遂に向け、施策

を着実に進めるとともに経営基盤強化をはかり、次期中期経営計画に繋げていく１年とし

ます。

１．基本方針

（１）協同組織の福祉金融機関であるろうきんの独自性と役割の発揮

① 会員と協働した取組み

② 生涯にわたり一人ひとりに寄り添った多面的な金融サポート

③ 持続可能な地域社会づくりへの貢献

（２）信頼され、必要とされ続けるための経営基盤強化

① 職員の成長支援と働き甲斐のある組織風土の構築

② 持続的な収益力の強化

③ デジタル化・非対面チャネルの充実

④ 生産性向上に資する組織づくり

  ⑤ リスク管理態勢の強化

２．収支計画

項  目 金  額 前 期 比

経 常 収 益 １２６億４６百万円 ６億６２百万円 ５．５２％

経 常 費 用 １１０億１０百万円 １６億 ７百万円 １７．０９％

経 常 利 益 １６億３６百万円 △９億４５百万円 △３６．６１％

当期純利益 １１億４３百万円 △７億４６百万円 △３９．４９％

３．主要勘定計画

項 目 期 末 残 高 前 期 比

預 金 ９,００６億５８百万円 １０億円 ０．１１％

貸 出 金 ３,９３３億８３百万円 ３０億円 ０．７６％
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役   員 改   選

今総会は役員の改選期ではありませんが、事情により退任する非常勤理事の補欠選任を

行いました。

以  上

労働金庫は「働く人の夢と共感を創造する協同組織の福祉金融機関」です。

今後ともご支援くださいますようよろしくお願い申しあげます。

〈本件に関するお問い合わせ先〉

経営企画部 髙橋、鷲尾

ＴＥＬ ０２５-２２３-８２０７


